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南さっま市後期集中改革プランの策定について

1 これまでの経緯

南さっま市行政改革大綱ま、 本市るこおるナる行政改革を進める根幹とな鶏もの

で、厳しい財政状況の中、本市が安定して持続的に運営していくため、 ｢協働に

よる効率的な市政｣ を目標とし、平成 18年 11月にその推進期間を平成 27年度

までとして策定しました。
さらに、 行政改革大綱を推進し実現するため、 平成 18 年度から平成 22 年度

までの具体的な実施計画として、平成 19 年 2月に ｢南さっま市集中改革プラン｣

を策定して、 取り組みの目標年次等を掲げ計画的に改革を推進してきました。

※ 1 協働 :市民 ･市民公益活動団体 ･事業者 ･行政が、 各々の持つ特性と活動を活かして、 自

主的な行動のもとによきパートナーとして連携し、 市民みんなで力を合わせてまちづくり

に取り組むことです。

2 後期集中改革プランの策定
後期集中改革プランも ｢協働による効率的な市政｣ の目標達成に向け

1 . 参画 ･協働による経営体制の確立

2 . 社会情勢に適応した組織づくり

3 . 安定的で持続可能な行財政基盤の確立

この 3つを柱とし行政改革を推進しますが、 これまでの取組状況を踏まえて、
改革プログラムを整理するとともに、 新たに取り組む改革プログラムを追加し

て、目標年次等を定め計画的な推進を図ります。

3 後期集中改革プランの推進期間
後期集中改革プランの推進期間は、 平成 23年度から平成 27 年度までの 5 年

間とします。

4 後期集中改革プランの進行管理
後期集中改革プランの推進にあたっては、 進行管理を徹底するとともに、
計画策定→実施→検証→見直しのサイクルにより推進を図ることとします。

5 後期集中改革プランの公表
後期集中改革プランの進捗状況は、 行政改革推進委員会に報告し、 多面的な

観点から意見 ･助言を受けるとともに、 ホームページ等を通じ市民に公表しま

す。



後期集中改革プラン改革プログラム総括表

行政改革大綱
改革プログラム名

継続･新規の別
所管課

継続 新規大 l 中 l 小
I 参画･協働による経営体制の確立
1 行政として担うべき役割の重点化

(1)民間委託･民営化等の推進

1 事務事業の見直し 〇 秘書広報課

2 加世田幼稚園の民営化の推進 O 教育総務課

3 坊泊保育所の民営化の推進 〇 子ども応接室

4 学校給食センターの民間委託の推進 O 学校給食センター

5 和楽苑の民営化の推進 〇 和楽苑

6 公共図書館の民間委託の推進 O 図書館

7 難 瓣 雛舞徴収及び維持修繕工事の 〇 建築住宅課

(2 )地方公営企業等の健全化

1 水道事業及び簡易水道事業の経営健全化 ○ 水道課

2 坊津病院の経営健全化･民営化の推進 O 坊津病院

(3 )第三セクターの見直し

1 いなほ館の見直し O 商工政策課

2 笠沙恵比寿の見直し O "

3 杜氏の里の見直し O "

4 農業公社の見直し O 農林水産課

(4 )土地開発公社等の経営健全化

中 土地開発公社等の経営健全化 O 財産管理室

(5 )地域協働の推進

1 自治会の自主的再編 O 企画課

2 消防団の再編 O 総務課

2 公正の確保と透明性の向上

(1)市民の声の反映

1 説明会･懇話会の開催 O 企画課

2 男女共同参画社会の推進 〇 "

(2 )監査機能の充実

1 監査機能の充実 O 監査事務局

3 開かれた議会運営の推進

(1 )議会

1 議会情報の公開の推進 O 議会事務局

2 議員定数等の検証 O ′′

肛 社会情勢に適応した組織づくり
1 行政ニーズへの迅速かつ的確な対応を可能とする組織

(1)社会変化に即応した組織･機構の構築

1 組織･機構の見直し ○ 秘書広報課

2 小中学校の再編 O 教育総務課

3 投票区再編計画の策定･実施 O 選挙管理委員会
事務局

4 投票区再編計画の策定･実施
(農業委員会委員選挙)

O "

(2 )広域行政の推進

1 広域行政の推進(消防) O 総務課

2 広域行政の推進(し尿処理) O 市民生活課
3 広域行政の推進(ごみ処理) O ′′

4 広域行政の推進 O 企画課



後期集中改革プラン改革プログラム総括表

行政改革大綱
改革プログラム名

継続･新規の別
, 所管課

大 中 l 小 継続 新規
2 定員管理及び給与の適正化等

(1)定員管理の適正化

1 定員適正化計画の推進 〇 秘書広報課

2 臨時職員の配置定数調整 O ′′

(2 )給与の適正化

1 給料･手当等の適正化 O 総務課
2 報酬等の適正化 O ′′

3 人材育成の推進

(1)時代の変化に対応した人事管理

1 人事評価システムの検討･導入 O 総務課

(2 )人材育成及び人材の活用

1 人材育成の推進 (職員研修) O 総務課

2 職員提案制度の推進 ○ 秘書広報課

3 自治会担当職員の配置 O 企画課

肛 安定的で持続可能な行財政基盤の確立

′

1 自主性･自立性の高い財政運営の確保

(1)自主財源の確保
r

1 使用料･手数料の見直し ○ 財産管理室

2 市有財産の活用･処分 O "

3 新たな財源の確保 O ′′

4 収納対策の実施(地方税) ○ 税務課
5 収納対策の実施(水道) O 水道課
6 収納対策の実施(奨学金) ○ 教育総務課
7 収納対策の実施(保育料) O 子ども応接室

(2 )経費の節減合理化等財政の健全化

1 財政健全化計画の推進 O 財政課
(3 )補助金等の整理合理化

1 補助金等の検証･見直し O ′′

(4 )公共工事コストの縮減

1 入札制度の見直し 〇 "

2 市民の視点に立った行政サービスの推進

(1)窓口サービスの向上

1 市民満足度調査の実施 O 秘書広報課
2 窓口業務の見直し ○ "

(2 )公共施設の有効活用とサービス向上

1 公共施設の有効活用 O 財産管理室
3 電子自治体の推進

(T) IC Tを活用した 行政事務の効率化

1 文書管理システムの導入 〇 総務課
2 電子決裁等の検討 O "

(2 )IC Tを活用した行政サービスの向上

1 電子入札の導入 ○ 財政課
合 計 53 4 8 5
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I 参画･協働による経営体制の確立

市が直接行っている業務の中で民間のノウハウを生かすことによって、サービスの向上や経費の節減につなが
るものについて、積極的に民間活力を活用するとともに、市政の情報を市民に提供し、市民活動の自立･活性化
と市民の意識づくり【こ取り組み、市民の参画･協働による経営体制の確立を図ります。

1 行政として担うべき役割の重点化

項 目 改革プログラム名 実 施 内 容 目 標 効 果
年度別計画

所管課
23 24 25 26 27

(1 )
民間委託･民営化等
の推進

1 事務事業の見直し

外部(イベント･事業等あり方検討委員会)の検
証を含めた行政評価を実施し、事務事業のあり
方を見直し、事業の廃止･縮小、類似事業との整
理統合、民間委託等に努める。

委託業務、市補助事業、施設管理等につい
て見直しを行う。

行政と市民の役割分担の明確化
や役割のシフトが図られる。
無駄を省き、効率的な事務事業の
遂行、経費の削減~市民サービス向
上が図られる。
職員の意識改革、説明責任の確保
が図られる。

実施 秘書広報課

2 加世田幼稚園の
民営化の推進

民間移譲を推進するとともに、段階的な園児募
集停止を行う。

平成25年3月末までの民間移譲
民間移譲が困難な場合は、平成25年3月末
に閉園する。

職員定員の適正化、人件費の削
減、市民サービスの維持向上が図ら
れる。

実施□ 教育総務課

3 坊泊保育所の
民営化の推進

民間移譲の可能性について調査し、実施可能
であれば保護者説明会等を開催するとともに、民
間移譲を推進する。

平成23度中に方針を決定する。
民間移譲が可能な場合は、平成26年4月か
ら民間移譲する。

′′

調査
検討
方針
決定 実施 >

子ども応援
室

II

4 学校給食センターの
民間委託の推進

学校給食センターの統廃合を進めるとともに、
新学校給食センターを建設する。
また、調理･配送業務の民間委託を推進する。

平成27年度から新学校給食センターを稼動
する。
調理･配送業務は民間委託とする。

′′

-

実施
ll 学校給食

センター

5 和楽苑の民営化の推進 坊津病院との再編を検討し、民営化等を含めた
経営形態を検討する。

平成25年3月までに坊津病院との再編、民
営化等を含めた経営形態の方針を決定する。

′′ 調査
検討
方針
決定 実施中 和楽苑

6 公共図書館の
民間委託等の推進

公共図書館の管理の一元化及び業務委託等
の検討を行なう。

平成23年度に管理の一元化の検討を行な
い、平成25年度までに業務委託等を行う。

!′ 調査
検討□実施占 図書館

7 市営住宅の家賃徴収及び
維持修繕工事の
民間委託等の推進

市営住宅の家賃(現年度分の滞納分)徴収業務
及び維持修繕工事について民間委託等を検討す
る。

市営住宅の家賞(現年度分の滞納分)徴収
及び維持修繕工事事務について民間委託等
を行う。

′′ 調査
検討〇試行の建築住宅課

4



5

項 目 改革プログラム名 実 施 内 容 目 標 効 果
年度別計画

所管課
23 24 25 26 27

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　
　 　

財政健全化を推進する。

地方公営企業等の 公立病院改革プランの｢点検.評価｣を行い経営 点検
健全化

, 轆 癈 . 數 魂
廉 竪競輪議翳髪際平事擬盪 議群鵠朧.夢拷新たな

公立病院改革プ羨 評価
(2)

嚢 き 院と麗凄
と
民
の
営彌肇礬熟も纂謙念鞍簇繕歩

る化
平
等
成
を
2滲年鸚露営
で搦和の
楽
方
苑鰐決
再建霧華

" 策定

る。 ･

の簡素効率化などの指導の強化に努める。

事案内容、経営状況及び公的支援等につい

, 笠沙恵比寿の見直し 謎鱗塾靴盪縮饗廉穰寮為委員によ窪鞠鸚讓熟鬆酵嬉飜情報提供及び経営 “ 難 > “

(3 ) るあり方検討員会を設置し、出資者として経営の の健全化の推進のための指導強化

第三セクターの 簡素効率化などの指導の強化に努める。
見直し

3 杜氏の里の見直し 難 1 ,>

事業内容、経営状況及び公約支援等につし、

4 農業公社の見直し 灘釀籍轆護憲讓駿麹鬘讓島濃欝遂纖翳麗襲鼾鮠営認熟議濃鷲農賓脳
の難- >〉農楡鰓

られる。
に努める。

纖鰍機の 1瘢躍れ絆 鐺蠣薄鮪拗妙有る。 覇萬離群繃 嘉群賞鱗難鑑烟 期 -
- >
躯讓室

経営健全化



　　　　 　 　 　
　 　　　　 　

自治会再編促進方針に基づき、自治会再編支

脳--･
饑 輻 癩 襲食貯少ない小癩絲噂 鰄が轍総肖実施梺 -、 進委員会補助金、合併補助金の交付、自主的再 再編 自治会活動の活性化が図られる。

分団･班の統合により、団員の確保

　　 　　　　　　　　　　　 　　　　　　　 　備が図られる。

2 公正の確保と透明性の向上

(○
市民の声の反映

1 説明会･懇話会の開催
市政説明会や｢輝けふるさと本音で語る会｣など
を開催し、市政に関する意見等を伺い、市民の声
を政策形成に反映させる。

市政説明会の開催や｢輝けふるさと本音で語
ろ会J等の開催

市民の声が政策等に反映され、市
民が積極的に地域づくりやまちづくり
に参画する気運と活動促進、協働の
推進が図られる。

実施

=
企画課

i=
2 男女共同参画社会の推進

男女共同参画推進懇話会や研修会等を開催
し、女性の視点からまちづくり【ごついて、新たな施
策の推進を図るとともに、男性と女性が等しく個
人の持てる力を十分に発揮できる男女共同参画
社会を推進する。

懇話会や研修会の開催
情報紙｢さんかく｣の発行
各種審議会等の委員を40 % 以上にする。

男女共同参画社会の推進、市民の
声の反映、協働の推進が図られる。

実施 ′′

(2 )
監査機能の充実

1 監査機能の充実

従来の合親性、正確性に加え、専門性･独立性
の強化を図り、監査機能に対する市民の信頼を
高めるため、国において地方自治法の改正に向
けた検討がなされているところであり、動向を注
視しながら監査制度の充実を図る。

監査機能の充実
適正で効率的な行政の確保が図ら
れる。

実施ヤ P
監査事務局

=l
3 開かれた議会運営の推進

(1)議会

1 議会情報の公開の推進
議会だよりの全世帯配布(年4回)、ホームペー
ジでの議会予定、会議結果等の公表を行う。

議会だよりの発行(年4回)
ホームページの充実

透明性の確保、市民の議会活動へ
の関心と理解が図られる。

実施 ,
lし議会事務局

2 議員定数等の検証 議員定数や報酬については不断の検証を行う。 議員定数や報酬の検証
市民の議会活動への関心と理解
が図られる。

検証 ′′I

6



肛 社会情勢に適応した組織づくり

社会情勢の変化などにより多様化･高度化する行政課題を的確に把握し、行政ニーズへの迅速か
つ的確な行政サービスを実行できる、社会情勢に適応した組織･機構の構築を図ります。

1 行政ニーズへの迅速かつ的確な対応を可能とする組織

項 目 改革プログラム名 実 施 内 容 目 標 効 果
年度別計画

所管課
23 24 25 26 27

1 組織機構の見直し
職員定員適正化計画こ併せ、事務事業の見直 総合支所方式から本庁方式への段階的な 効率的な行政運営、職員定員適正 実施 , > > 秘書広報課しによる本庁集約、組織の改編を行う。 移行、支所業務の本庁集約、組織の改編 化、人件費削減が図られる。

新しい学校づくり検討委員会が検討報告し

, 小“学躰 徳鍾 -今拗埋童生徒数の動向を壷慮鼬惣一
議癲損う幽霊藷繋辞箋塾生選挙繊麗童

の覇礬葬う嚢馨睾蘇繁雑璧轟蘂 , ＼＼癰蓄箋翼
の
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社会変化に即応した 程度、1学年3学級以上を目指す。
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現行投票区の区域変更、統合整理を視野に入
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1 広域行政の推進 総務課(消防)
共同処理する。

(鮴飜言
礬 攪 翳 鸚 鬮 騨 騨 群平成28年4月に新施設を稼動するo 〃 協議L 幇
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て織り舂轟篠襲内鍋清掃センターの延命化 協議

協議し延命工事を行う。

孃徴の縦 襲麗黙翹嗅蟻縦鰐纖欝楚往奮鬘撥熟議 覇 鼈 襄運営【こより蹴活譲蓑 l
I P 鯛定住自立圏構想の調査･研究を行う。



2 定員管理及び給与の適正化等

項 目 改革プログラム名 実 施 内 容 目 標 効 果
年度別計画

所管課
23 24 25 26 27

(○
定員管理の適正化

1 定員適正化計画の推進

職員定員適正化計画に基づき事務事業の見直
し、退職勧奨の実施、採用抑制等を行い削減を
図る。
また、第2次職員定員適正化計画(仮称)を作成
する

合併時H 17.11 7 :762人ニH 28.3.31 :202人削
減し560人とする。
平成28年度以降の職員定員適正化計画を
策定する。

定員の適正化により人件費の削減
が図られる。

実施
秘書広報課

2 臨時職員の配置定数調整
臨時職員、非常勤職員等の職務内容や業務費
等について、常に見直しを行い適正配置に努め
る。

臨時職員、非常勤職員等の適正配置
職員定員適正化、人件費の削減、
人材の有効活用、地域協働の推進
が國られる。

実施 ′′

(2 )
給与の適正化

1 給料･手当等の適正化

国･県に準拠した給与制度の確立と運用を基本
に、他市との均衡を図り能力や実績を重視する
給与体系への見直しを行う。
各種手当についても、他市との均衡を図り適正
な支給水準を確立する。

職制に応じた給与体制の確立
各種手当の適正支給

人件費の削減、給与水準の適正
化、財政の健全化が図られる。

実施 総務課

2 報酬等の適正化

特別職(常勤･非常勤)の報酬について、総点検
を行い財政状況等を考慮し他市との均衡を図り
つつ、実情に応じた支給水準の適正化に努め
る。

報酬等の金額の適正化
人件費の削減、財政の健全化が図
られる。

実施 ′′

3 人材育成の推進

項 目 改革プログラム名 実施内容 目 標 効 果
年度別計画

所管課
23 24 25 26 - 27

(○
時代の変化に
対応した人事管理

1 人事導諜
価システムの検討 職員個人の勤務評価や職務遂行能力等を客観

的かつ公正に判断できる透明性の高い人事評価
システムの導入を図る。

勤務実績、目標達成度を反映した人事評価
システムの構築する。

職員の勤務意欲の向上、人事評価
における客観性･公平性･透明性の
向上が図られる。

試行 実施 総務課

く2 )
人材育成及び
人材の活用

1 人材育成の推進
(職員研修)

人材育成基本方針に基づき、各種研修等を実
施し職員の意識改革･資質向上に努める。

研修継続による人材育成の推進

職員の能力開発、勤労意欲の喚
起、多様な人材の育成、職員の資質
向上により市民サービスの向上が園
られる。

実施 "

2 職員提案制度の推進
職員提案制度に関する規程に基づき、業務改
善･経費節減･市民サービス向上等の提案を募集
する。

提案された案件の採用による業務改善･経
費節減･市民サービスの向上

職員の政策立案能力、参政意欲の
向上及び事務事業の改善、経費の
節減、市民サービスの向上が図られ
る。

実施 秘書広報課l

l

3 自治会担当職員の配置
自治会長との面談を行い、自治会の要望の解
決や自治会運営を支援する。

自治会再編の推移を見守りながら、平成26
年度までに全自治会に自治会担当職員を配
置する。

自治会と行政の連絡を密にするこ
とにより信頼関係が生まれ、職員の
ふるさと意識の向上と地域に密着し
た行政サービスの向上が図られる。

試行
検討中実施〇 企画課
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肛 安定的で持続可能な行財政基盤の確立

住民サービス水準の維持･向上に配慮しつつ、事務事業の見直し、義務的経費や投資的経費の節減などに
よって歳出全般の効率化を図るとともに、市税等の収納率向上の強化や新たな財源確保の検討などに努め、安定的で持続可能な行財政基盤の確立を図ります。

1 自主性･自立性の高い財政運営の確保

項 目 改革プログラム名 実 施 内 容 目 標 効 果
年度別計画

所管課
23 24 25 I 26 l 27

(○
自主財源の確保

1 使用料･手数料の見直し
使用料手数料等の見直 uこ関する基本方針を
策定し、行政サービスを性格別に分類し、行政負
担と受益者負担を明確にする。

使用料手数料等の見直 uこ関する基本方
針の策定と推進

自主財源の確保と受益者負担の
公平化が図られる。

策定 実施 財産管理室

2 市有財産の活用･処分 未利用財産の売却処分･貸付等により利活用を
進め財源確保や維持管理費の節減に努める。

未利用財産の売却処分･貸付、有効活用等
自主の財源確保、財産管理費(草
払い･補修費等)の経費節減が図ら
れる。

実施 ′′

3 新たな財源の確保 有料広告(命名権等)の導入を行い、新たな財
源の確保に努める。

有料広告の拡大、新たな財源の確保
自主財源の確保及び行政財産の
有効活用が図られる。

実施 -劇 > ′′

4 収納対策の実施
(地方税)

収納体制の確立･強化を図り、収納率及び口座
振替率の目標値を設定し、滞納整理の強化や口
座振替の推進など収納対策の充実に努める。

各年度の収納率、口座振替率の目標値の
達成

自主財源の確保、負担の公平が図
られる。

実施 l
l i> 税務課

5 収納対策の実施
(水道) " ′′ ′′ 実施 - ! > 水道課

6 収納対策の実施
(奨学金) " " ′′ 実施 -

= > 教育総務課
7 収納対策の実施
(保育料) ′′ ′′ ′′ 実施 ,

= > 子ども応援室I

(2 )
経費の節減合理化等
財政の健全化

1 財政健全化計画の推進

平成22年度に策定した財政健全化計画に基づ
いた取り組みを推進する。
計画の達成状況については毎年度検証し、社
会情勢(国の施策)の変化等に対応するため、必
要な見直しを行なう。

財政健全化計画の推進と平成28年度以降
の計画の策定

国の合併支援策(地方交付税の合
併算定書)が段階的に終了する平成
28年度以降も持続可能な財政運営
の確立が図られるとともに、市政に
対する市民の理解を深められる。

実施 財政課

、

(3 )
補助金等の整理
合理化

f 補助金等の検証･見直し 毎年度予算に計上される全ての補助金･負担
金等についての検証･見直しを行う。

見直しの結果を毎年度当初予算に反映させ
る。

公益性や公平性の確保、財政の健
全化が図られる。

実施 "

(4 )
公共工事コストの
縮減

1 入札制度の見直し

入札･契約制度の透明性の向上を図るため、公
共工事の発注計画･契約結果公表を推進し、入
札制度の見直しを行う。また、総合評価制度導入
及び工事成績評定制度の導入検討を行う。

公共工事の発注計画･契約結果の公表
総合評価制度導入及び工事成績評定制度
の導入

業務の効率化、公平性･公正性の
確保、透明性の向上が図られる。

検討
試行中実施□ ′′

9



2 市民の視点に立った行政サービスの向上

項 目 改革プログラム名 実施内容 目 標 効 果
年度別計画

所管課
23 24 25 26 27

(1)
窓口サービスの
向上

1 市民満足度調査の実施
本庁･各支所、市の施設等にアンケート箱を設
置し、アンケート調査を行い、結果に基づく改善
等を行う。

アンケート調査に基づいた市民サービスの
改善、事務事業の見直し

職員の意識改革、接遇の見直し、
事務事業の見直し･新たな施策の展
開等市民サービス向上が国られる。

実施 秘書広報課

2 窓口業務の見直し 職員研修等による接遇改善や事務手続き等の
簡素化、市民満足度調査に基づく見直しを行う。

市民目線に立った市民が利用しやすい窓口
サービスの充実

職員の意識改革、市民満足度の向
上が図られる。

実施 ′'

(2)
公共施設の有効活用
とサービス向上

1 公共施設の有効活用
市有財産刺活用基本方針に基づき、譲渡･貸
付･売却等を行い遊休化防止･有効活用に努め
る。

公共施設の譲渡･貸付･売却等による遊休
化防止･有効活用

公共施設の有効活用、経費節減、
市民サービスの向上が図られる。

実施 財産管理室l

3 雷子自治体の推進

項 目 改革プログラム名 実 施 内 容 目 標 効 果
年度別計画

所管課
23 24 1 25 l 26 27

くり
IC Tを活用した
行政事務の効率化

1 文書管理システムの導入

公文書の作成基準、保存期間等の設定及び文
書分類の細分化等について、公文書管理法に基
づく国の公文書管理の仕組み等を参考に本市の
公文書の管理基準の見直しを行いつつ、文醤管
理システムの導入について検討を行い、導入効
果を見極めた上で導入を行う。

文書管理システムの導入

適正な公文書管理と市の事務の適
正かつ効率的な運営に資するととも
に、情報公開請求等への迅速･適
正･透明な対応等説明責任の充実
が図られる。

検討拌試行 総務課

2 電子決裁等の検討
文著管理システムの導入の検討等に併せて、
電子決裁システムの導入を検討し、導入効果を
見極めた上で試行を行う。

電子決裁システムの試行

行政事務の簡素化･効率化、紙の
減量化及び行政手続等のオンライン
化の進展への対応が図られるととも
に、意思決定の迅速化、電子データ
の適正な管理が国られる。

検討拌試行 ′′

(2 )
IC Tを活用した行政
サービスの向上

1 電子入札の導入
入札の時間短縮や効率化を図るため、インター
ネットを活用した電子入札の更なる推進策を検討
する。

電子入札活用範囲の拡大の推進 透明性の向上、入札の時間短縮、
事務の効率化が園られる。

実施
検討粋試行 財政課
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